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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期

第１四半期
累計期間

第24期
第１四半期
累計期間

第23期

会計期間

自　平成25年
　　６月１日
至　平成25年
　　８月31日

自　平成26年
　　６月１日
至　平成26年
　　８月31日

自　平成25年
　　６月１日
至　平成26年
　　５月31日

売上高 (千円) 82,736 89,640 627,366

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △26,255 △47,025 9,765

当期純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) △26,255 △47,049 8,728

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ― －

資本金 (千円) 363,950 363,950 363,950

発行済株式総数 (株) 1,780,000 1,780,000 1,780,000

純資産額 (千円) 1,016,145 1,001,990 1,052,732

総資産額 (千円) 1,111,710 1,102,487 1,161,649

１株当たり当期純利益
金額又は四半期純損失
金額（△）

(円) △16.51 △29.59 5.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ － －

１株当たり配当額 (円) ─ － 2.50

自己資本比率 (％) 91.4 90.9 90.6
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏

しいため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)におけるわが国経済は、消費税率引上げに

伴う駆け込み需要の反動の影響が長引くとの懸念が生じ、景気の回復に停滞感が出てまいりました。

当社を取り巻く環境につきましては、地方自治体等の予算執行により公共投資は総じて堅調に推移しております

が、その一方で業者間の受注獲得競争が激化する等、引き続き厳しい状況が続いております。

このような状況の下、当社は、引き続き防災・防犯関連を重点分野として全国の地方自治体を対象に案件開拓に

努めました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高については、受託開発の売上高が前年同四半期を下回ったものの、

商品売上の増加により、89,640千円（前年同四半期比8.3％増）となりました。

利益面では、仕入等の製造原価が増加し利益率が低下したことや研究開発費の増加により、営業損失48,902千円

（前年同四半期は営業損失27,632千円）、経常損失47,025千円（前年同四半期は経常損失26,255千円）、四半期純

損失47,049千円（前年同四半期は四半期純損失26,255千円）となりました。

なお、当社事業は顧客の決算期である３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が偏

重する傾向があることから、各四半期の業績に季節変動があります。

また、当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、1,102,487千円となり、前事業年度末と比較して59,162千円の減少と

なりました。これは主に、有価証券が20,992千円増加した一方で、売掛金が79,823千円減少したことによるもので

あります。

負債は、100,496千円となり、前事業年度末と比較して8,420千円の減少となりました。これは主に、賞与引当金

が9,688千円増加した一方で、未払消費税等が6,082千円、買掛金が5,050千円、それぞれ減少したことによるもので

あります。

純資産は、1,001,990千円となり、前事業年度末と比較して50,741千円の減少となりました。これは、主に四半期

純損失の計上や配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、5,304千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,500,000

計 4,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,780,000 1,780,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　
100株

計 1,780,000 1,780,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月１日～
平成26年８月31日

― 1,780,000 ― 363,950 ― 353,450
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  189,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,589,800 15,898 ―

単元未満株式 普通株式      400 ― ―

発行済株式総数 1,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,898 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ドーン 神戸市中央区磯上通２丁目２番21号 189,800 ─ 189,800 10.66

計 ― 189,800 ─ 189,800 10.66
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年６月１日から平成26年

８月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年５月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 518,776 511,311

  売掛金 136,061 56,238

  有価証券 68,794 89,786

  仕掛品 9,428 16,205

  貯蔵品 10,140 8,746

  未収還付法人税等 - 248

  その他 18,498 22,549

  貸倒引当金 △136 △56

  流動資産合計 761,563 705,028

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,102 1,064

   工具、器具及び備品（純額） 2,586 2,516

   有形固定資産合計 3,688 3,581

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,427 2,481

   その他 528 230

   無形固定資産合計 2,956 2,712

  投資その他の資産   

   投資有価証券 330,814 331,290

   関係会社株式 3,400 3,400

   その他 59,227 56,474

   投資その他の資産合計 393,441 391,165

  固定資産合計 400,086 397,458

 資産合計 1,161,649 1,102,487
 

 

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

 7/15



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年５月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 26,993 21,943

  未払法人税等 1,473 -

  未払消費税等 7,889 1,807

  賞与引当金 - 9,688

  その他 37,719 32,053

  流動負債合計 74,076 65,492

 固定負債   

  長期未払金 27,430 27,430

  その他 7,410 7,574

  固定負債合計 34,840 35,004

 負債合計 108,917 100,496

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 363,950 363,950

  資本剰余金 353,450 353,450

  利益剰余金 366,961 315,937

  自己株式 △36,618 △36,618

  株主資本合計 1,047,743 996,718

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,988 5,271

  評価・換算差額等合計 4,988 5,271

 純資産合計 1,052,732 1,001,990

負債純資産合計 1,161,649 1,102,487
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年８月31日)

売上高 ※  82,736 ※  89,640

売上原価 54,020 77,293

売上総利益 28,715 12,346

販売費及び一般管理費 56,348 61,248

営業損失（△） △27,632 △48,902

営業外収益   

 受取利息 101 101

 受取配当金 9 10

 有価証券利息 1,089 1,122

 助成金収入 － 509

 その他 176 134

 営業外収益合計 1,376 1,877

経常損失（△） △26,255 △47,025

特別損失   

 固定資産除却損 0 24

 特別損失合計 0 24

税引前四半期純損失（△） △26,255 △47,049

四半期純損失（△） △26,255 △47,049
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。
 

 

 

(四半期損益計算書関係)

※売上高の季節的変動

前第１四半期累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)及び当第１四半期累計期間（自　平成26年

６月１日　至　平成26年８月31日）

当社事業は、顧客の決算期である３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が偏重す

る傾向があることから、各四半期の業績に季節的変動があります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

 
　

前第１四半期累計期間
(自　平成25年６月１日

　 至　平成25年８月31日）

当第１四半期累計期間
(自　平成26年６月１日

  至　平成26年８月31日）

減価償却費 600千円   585千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月28日
定時株主総会

普通株式 3,975 2.50 平成25年５月31日 平成25年８月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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当第１四半期累計期間(自　平成26年６月１日　至　平成26年８月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月27日
定時株主総会

普通株式 3,975 2.50 平成26年５月31日 平成26年８月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間

(自　平成25年６月１日
至　平成25年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 16円51銭 29円59銭

（算定上の基礎）   

　四半期純損失金額(千円) 26,255 47,049

　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

　普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 26,255 47,049

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,590,144 1,590,144
 

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年10月14日

株式会社ドーン

取締役会  御中

　東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　橋　田　　光　正　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　越　　宗　一　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ドーン

の平成26年６月１日から平成27年５月31日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間(平成26年６月１日から平成26年

８月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドーンの平成26年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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